
 

千葉県委託設計業務等検査要綱 

 

 

（趣 旨） 

第１条  この要綱は、地方自治法第２３４条の２（契約の履行の確保）に定める検査のうち、

知事が発注する建設事業に係る委託設計業務等について、知事の命を受けた検査監

が厳正かつ効率的な検査を行うため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定 義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、下記に定めるところによる。 

（１）組織規程 千葉県組織規程（昭和３２年千葉県規則第６８号）をいう。 

（２）本  庁 組織規程第２章（本庁）に規定する部及び課をいう。 

（３）出先機関 組織規程第３章（出先機関）に規定する出先機関をいう。 

（４）主務部長 組織規程第７条（部の名称）に規定する部の長をいう。 

（５）主務課長 組織規程第８条（課及びこれらに属する室等の設置）に規定する課の

長をいう。 

（６）検 査 監 組織規程第２章第１７条（本庁の職制）第８項及び第３章第１４３条

（出先機関の職制）第１２項に規定する検査監をいう。 

（７）課    長 県土整備部技術管理課長をいう。 

（８）所 属 長 組織規程第３章第１８条（出先機関の設置）に規定する出先機関の長

をいう。 

（９）建設事業に係る委託設計業務等 土木､建築その他工作物の建設､改築等の事業に 

係る測量・地質調査等の調査業務及び設計・計画 

等の建設コンサルタント業務をいう。 

（10）指定部分 土木設計等業務委託契約書及び建築設計業務委託契約書第３７条(部 

分引渡し）第１項に規定する指定部分をいう。 

（11）修  補 業務委託契約書第１２条第３項に規定する補正、土木設計等業務委託 

契約書及び建築設計業務委託契約書第３１条第５項に規定する修補を 

いう。 

（12）受 注 者 業務委託契約書、土木設計等業務委託契約書及び建築設計業務委託契

約書でいう受注者をいう。 

（13） 委託業務完了通知書 業務委託契約書第１２条第１項に規定する業務完了報告書、 

            土木設計等業務委託契約書及び建築設計業務委託契約書第３

１条第１項及び測量・地質調査・設計業務共通仕様書第１１

１７条第１項、農業農村整備事業設計業務共通仕様書第１－

１９条に規定する業務完了通知書をいう。 

（14） 成 果 品 業務委託契約書第５条第２項に規定する成果品、土木設計等業務委託 

契約書及び建築設計業務委託契約書第１条第２項に規定する成果物を

いう。 



 

(15) 概略設計 測量、地質・土質調査、土木設計各業務等共通仕様書第１２０６条第２

項に規定する概略設計及び農業農村整備事業設計業務共通仕様書第

２－３条第２項に規定する構想設計をいう。 

(16) 予備設計 測量、地質・土質調査、土木設計各業務等共通仕様書第１２０６条第３

項に規定する予備設計及び農業農村整備事業設計業務共通仕様書第

２－３条第３項に規定する基本設計をいう。 

 

（検査の事務） 

第３条 県土整備部長は、この要綱に定める検査に係る事務を総括する。 

２   課長及び所属長は､検査監の指定及び委託業務の完了（出来形・中間）の認定等の 

事務を行うとともに検査監を指揮監督する。 

３  検査監は、課長及び所属長が指定する検査及びこれに係る事務を行う。  

 

（検査の種類） 

第４条 検査の種類は、次のとおりとする。 

（１）完了検査 委託業務の完了を確認するための検査をいう。 

（２）出来形検査 委託業務の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において委 

託業務の既済部分（性質上可分の委託業務の完済部分及び指定部分の 

完了部分を含む。）を確認するための検査をいう。 

  ただし、完了検査に先立って引渡しを受けるときは「出来形（部分 

引渡し）検査」とし、契約解除をするときは「出来形（打切り精算）

検査」とする。 

（３）中 間 検 査 委託業務の完了前に性質上可分である既済部分について技術的な確認 

をするための検査をいう。 

 

（検査の体制） 

第５条 検査の区分は、次のとおりとする。 

本庁の検査監 出先機関の検査監 

出先機関の検査監が行う検査を

除く検査。 

 

・１件の業務委託料が１千万円未満の検査。 

ただし、本庁執行に係る検査、設計ＶＥ審査

会に諮った委託業務､及び業務委託料５百万

円以上の基本計画、概略設計業務を除く。 

・工事監督支援業務等※については、業務委託

料にかかわらず全ての検査。 

ただし、建築･設備に係る委託業務の検査については、全て本庁の検査監が行うものと 

する。 
※工事監督支援業務等とは、工事監督支援業務、積算支援業務、図面作成補助など工事

監督支援業務共通仕様書を適用する業務をいう。 

２ 課長又は所属長は､検査ごとに検査監を指定するものとする。 

 



 

（検査の報告等） 

第６条   検査は、主務課長又は所属長が受注者から委託業務完了（出来形・中間）通知書 

（以下「通知書」という。）を受理した日から起算して１０日以内に完了するもの

とする。 

２  本庁の検査監が行う検査については、主務課長又は所属長が通知書を受理した日 

  から５日以内に委託業務完了（出来形・中間）報告書（別記第１号様式）により課 

長に報告するものとする。 

３  課長は、前項の報告があったときには委託業務検査実施通知書（別記第２号様式） 

により主務課長又は所属長及び受注者に通知するものとする。 

４   出先機関の検査監が行う検査については、委託業務検査実施通知書により受注者 

に通知するものとする。 

 

（検査の立会い） 

第７条  検査には、主務課長もしくは所属長又はこれらの長が命ずる職員並びに当該検査 

に係る委託業務の受注者、管理技術者又は業務主任技術者等を立ち会わせるものとす

る。 

なお、検査の立会いについては、「業務委託における遠隔臨場検査」に関する試

行要領により、遠隔臨場を利用することが出来るものとする。 

 

（検査の方法） 

第８条   検査は、「契約書、図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書」 

（以下「契約図書」という。）、千葉県委託業務等検査基準及びその他関係図書と管 

理記録及び成果品を対比して、合否を判定するものとする。 

２  土木設計業務において、建築及び設備設計が含まれる場合の検査は､各々の検査 

監による合同の検査とするものとする。 

３  中間検査は、当初業務委託料が２千万円以上の委託業務及び執行機関の長が必要

と認めた委託業務を対象に実施するものとする。 

実施の時期は､性質上可分である委託業務の一部が完了し､執行機関の長が必要

と認めたときに実施するものとする。出来形検査はこれを兼ねることができるもの

とする。 

４  完了検査時において、千葉県委託設計業務等成績評定要領に基づき委託業務の成 

績を評定するものとする。 

 

（復 命） 

第９条   検査監は検査を行ったときは、原則として検査日を含めて５日以内に委託業務検 

査調書（別記第３号様式）に下記関係書類を添付し、課長又は所属長に復命するも 

のとする。 

（１）委託業務成績評定表（別記第４号様式） 

（２）修補の場合は、委託業務修補指示書（別記第５号様式） 

 



 

（修補等） 

第１０条 課長は、本庁の検査監が行った検査により、成果品が契約図書及びその他関係 

図書と相違し、又は不完全と認められるときは、修補指示書により修補を主務課 

長又は所属長に指示するものとする。 

２  主務課長又は所属長は、前項の指示を受けたときは、修補指示書により直ちに 

受注者に修補を指示するものとする。 

３  出先機関の検査監が行う検査は、第１項及び第２項の規定を準用する。 

４  課長又は所属長は、第１項の修補が極めて重大であると認められるときには、 

遅滞なく県土整備部長に報告し、県土整備部長は主務部長に通知するものとする。 

５  修補の検査は､第６条（検査の報告等）､第７条（検査の立会い）､第８条（検 

査の方法）及び第９条（復命）の規定を準用するものとする。  

 

（認定通知等） 

第１１条 課長は、本庁の検査監が行う当該検査に係る委託業務の完了（出来形・中間） 

について認定するものとする。 

２  課長は、前項の認定をしたときは、委託業務認定通知書（別記第６号様式）に 

委託業務検査調書及び委託業務成績評定表を添付し、主務課長又は所属長に通知 

するものとする。 

３  課長は、第１項の認定をしたときは、委託業務検査結果通知書（別記第 7 号様 

式及び第７号の１様式）により受注者に通知するものとする。 

４  出先機関の検査監が行う検査は、第１項及び第３項の規定を準用する。 

 

（その他の検査） 

第１２条 地方自治法第１８０条の 7 の規程による補助執行に係る検査及び知事との協議

が整い受託した検査については、この要綱を準用するものとする。 

 

（報 告） 

第１３条 所属長は、その所管に係る検査のうち、１件の業務委託料が１００万円を超え

る委託業務について、検査執行状況報告書（別記第８号様式）により各四半期ご

とにとりまとめ、翌月１０日までに課長に報告するものとする。 

 

 附 則 

    この要綱は、平成 15 年４月１日から土木部において施行するものとし、平成 15

年度契約業務から適用するものとする。 

 附 則 

    この要綱は、平成 15 年７月１日から施行するものとし、平成 15 年７月１日以降

の契約業務から適用するものとする。 

附 則 

    この要綱は、平成 18 年４月１日から施行するものとし、平成 18 年 4 月１日以降

の契約業務から適用するものとする。 



 

 附 則 

    この要綱は、平成 22 年４月１日から施行するものとし、平成 22 年 4 月１日以降

の契約業務から適用するものとする。 

 附 則 

    この要綱は、平成３０年４月 1 日から施行する。  

 

 附 則 

    この要綱は、令和３年４月 1 日から施行するものとし、令和３年４月１日以降に

完了する業務から適用するものとする。 

附 則 

    この要綱は、令和５年４月 1 日から施行する。 

附 則 

    この要綱は、令和６年４月 1 日から施行する。  

附 則 

    この要綱は、令和７年１月６日から施行する。  

 

 






























